
　 社会資本総合整備計画 防災・ 安全交付金             令和02年02月13日

計画の名称 １ 　  神奈川県内における 土砂災害対策等の推進（ 防災・ 安全） 【 重点】

計画の期間   令和０ ２ 年度 ～   令和０ ６ 年度 ( 5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 神奈川県

計画の目標 ・ 要配慮者利用施設（ 24H滞在型） 、 重要交通網、 防災拠点　 こ れら がある 箇所を重点箇所と し て抽出し 、 集中豪雨の多発等に伴う 土砂災害の発生を防止する ため、 よ り 積極的にハード 対策を 推進する 。

全体事業費（ 百万円） 合計（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）               2, 294  Ａ               2, 294  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ ／（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）         0 ％

番号

計画の成果目標（ 定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R2当初 R6末

   1 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 保全人家戸数を 　 75, 272戸( R2) から 　 75, 539戸( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域および想定氾濫区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩

壊防止施設の整備によ り 保全さ れる 人家戸数。

75272箇所 箇所 75539箇所

   2 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 要配慮者利用施設の保全施設数を 　 3施設( R2) から 　 4施設( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる要配慮者利用施設数（ 24H滞在型） 。

3施設 施設 4施設

   3 ・ 自然災害発生の際に重要な役割を 果たす重要交通網、 防災拠点の保全箇所数を 　 49箇所( R2) から 　 52箇所( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる重要交通網も し く は防災拠点数。

49箇所 箇所 52箇所

備考等 個別施設計画を 含む 〇 国土強靱化を 含む 〇 定住自立圏を 含む － 連携中枢都市圏を含む －

1 案件番号：  0000157710



A 基幹事業

基幹事業（ 大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素と なる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（ 年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （ 事業箇所） （ 延長・ 面積等） 港湾・ 地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （ 百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施するこ と により 期待さ れる効果

備考

砂防事業 A04-001 砂防 一般 神奈川県 直接 神奈川県 火山砂

防

－ 第２ 早川沢　 火山砂防事

業

堰堤工　 １ 基 小田原市  ■  ■  ■  ■  ■         186 －

交通網

A04-002 砂防 一般 神奈川県 直接 神奈川県 火山砂

防

－ 早川沢　 火山砂防事業 堰堤工　 １ 基 小田原市  ■          20 1 －

交通網

 小計         206

合計         206

1 案件番号：  0000157710



　 社会資本総合整備計画 防災・ 安全交付金             令和02年02月13日

計画の名称 １ 　  神奈川県内における 土砂災害対策等の推進（ 防災・ 安全） 【 重点】

計画の期間   令和０ ２ 年度 ～   令和０ ６ 年度 ( 5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 神奈川県

計画の目標 ・ 要配慮者利用施設（ 24H滞在型） 、 重要交通網、 防災拠点　 こ れら がある 箇所を重点箇所と し て抽出し 、 集中豪雨の多発等に伴う 土砂災害の発生を防止する ため、 よ り 積極的にハード 対策を 推進する 。

全体事業費（ 百万円） 合計（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）               2, 294  Ａ               2, 294  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ ／（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）         0 ％

番号

計画の成果目標（ 定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R2当初 R6末

   1 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 保全人家戸数を 　 75, 272戸( R2) から 　 75, 539戸( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域および想定氾濫区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩

壊防止施設の整備によ り 保全さ れる 人家戸数。

75272箇所 箇所 75539箇所

   2 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 要配慮者利用施設の保全施設数を 　 3施設( R2) から 　 4施設( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる要配慮者利用施設数（ 24H滞在型） 。

3施設 施設 4施設

   3 ・ 自然災害発生の際に重要な役割を 果たす重要交通網、 防災拠点の保全箇所数を 　 49箇所( R2) から 　 52箇所( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる重要交通網も し く は防災拠点数。

49箇所 箇所 52箇所

備考等 個別施設計画を 含む 〇 国土強靱化を 含む 〇 定住自立圏を 含む － 連携中枢都市圏を含む －

1 案件番号：  0000157710



A 基幹事業

基幹事業（ 大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素と なる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（ 年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （ 事業箇所） （ 延長・ 面積等） 港湾・ 地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （ 百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施するこ と により 期待さ れる効果

備考

急傾斜地崩壊対策事

業

A06-008 急傾斜 一般 神奈川県 直接 神奈川県 － － 東逸見町　 急傾斜地崩壊

対策事業

擁壁工 横須賀市  ■  ■  ■          70 －

防災拠点

A06-009 急傾斜 一般 神奈川県 直接 神奈川県 － － 下山口Ｂ 　 急傾斜地崩壊

対策事業

法枠工 三浦郡葉山町  ■  ■  ■  ■         163 －

防災拠点

A06-010 急傾斜 一般 神奈川県 直接 神奈川県 － － 鶴見２ 丁目Ａ 　 急傾斜地

崩壊対策事業

法枠工 横浜市  ■  ■  ■  ■  ■         175 1 －

要配慮者

 小計         408

合計         408

1 案件番号：  0000157710



　 社会資本総合整備計画 防災・ 安全交付金             令和02年02月13日

計画の名称 １ 　  神奈川県内における 土砂災害対策等の推進（ 防災・ 安全） 【 重点】

計画の期間   令和０ ２ 年度 ～   令和０ ６ 年度 ( 5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 神奈川県

計画の目標 ・ 要配慮者利用施設（ 24H滞在型） 、 重要交通網、 防災拠点　 こ れら がある 箇所を重点箇所と し て抽出し 、 集中豪雨の多発等に伴う 土砂災害の発生を防止する ため、 よ り 積極的にハード 対策を 推進する 。

全体事業費（ 百万円） 合計（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）               2, 294  Ａ               2, 294  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ ／（ Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ ＋Ｄ ）         0 ％

番号

計画の成果目標（ 定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R2当初 R6末

   1 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 保全人家戸数を 　 75, 272戸( R2) から 　 75, 539戸( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域および想定氾濫区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩

壊防止施設の整備によ り 保全さ れる 人家戸数。

75272箇所 箇所 75539箇所

   2 ・ 土砂災害の危険性があるエリ アにおける 要配慮者利用施設の保全施設数を 　 3施設( R2) から 　 4施設( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる要配慮者利用施設数（ 24H滞在型） 。

3施設 施設 4施設

   3 ・ 自然災害発生の際に重要な役割を 果たす重要交通網、 防災拠点の保全箇所数を 　 49箇所( R2) から 　 52箇所( R6) に増加。

・ 土石流危険渓流、 地すべり 危険箇所、 急傾斜地崩壊危険箇所等における土砂災害警戒区域等において、 砂防設備、 地すべり 防止施設、 急傾斜地崩壊防止施設の整備に

よ り 保全さ れる重要交通網も し く は防災拠点数。

49箇所 箇所 52箇所

備考等 個別施設計画を 含む 〇 国土強靱化を 含む 〇 定住自立圏を 含む － 連携中枢都市圏を含む －

1 案件番号：  0000157710



A 基幹事業

基幹事業（ 大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素と なる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（ 年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （ 事業箇所） （ 延長・ 面積等） 港湾・ 地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （ 百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施するこ と により 期待さ れる効果

備考

その他総合的な治水

事業

A08-003 総合治水 一般 神奈川県 直接 神奈川県 砂防等 － 相模川圏域総合流域防災

事業（ 砂防）

堰堤工 小田原市ほか  ■  ■  ■  ■  ■         356 －

交通網

A08-004 総合治水 一般 神奈川県 直接 神奈川県 砂防等 － 相模川圏域総合流域防災

事業（ 砂防）

緊急改築事業 箱根町ほか  ■  ■  ■  ■  ■         824 策定済

緊急改築事業

A08-005 総合治水 一般 神奈川県 直接 神奈川県 砂防等 － 長寿命化計画の策定　 総

合流域防災事業（ 砂防）

長寿命化計画の策定 県内全域  ■  ■  ■  ■         300 －

長寿命化

A08-006 総合治水 一般 神奈川県 直接 神奈川県 砂防等 － 長寿命化計画の策定　 総

合流域防災事業（ 地すべ

り ）

長寿命化計画の策定 県内全域  ■  ■  ■  ■         100 －

長寿命化

A08-007 総合治水 一般 神奈川県 直接 神奈川県 砂防等 － 長寿命化計画の策定　 総

合流域防災事業（ 急傾斜

）

長寿命化計画の策定 県内全域  ■  ■  ■  ■         100 －

長寿命化

 小計       1, 680

1 案件番号：  0000157710



A 基幹事業

基幹事業（ 大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素と なる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（ 年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （ 事業箇所） （ 延長・ 面積等） 港湾・ 地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （ 百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施するこ と により 期待さ れる効果

備考

合計       1, 680

2 案件番号：  0000157710



事前評価チェ ッ ク シート

 計画の名称： １ 　  神奈川県内における 土砂災害対策等の推進（ 防災・ 安全） 【 重点】

事　 　 前　 　 評　 　 価 チェ ッ ク 欄

I ．  目標の妥当性
①上位計画等と の整合性（ 計画の目標が港湾の整備計画や地域防災計画等の上位計画と 整合し ている 。 ） 〇

I ．  目標の妥当性
②地域の課題への対応  ○課題を 踏まえた目標を 設定し 、 課題への対応方針が妥当である。 〇

I I ．  計画の効果・ 効率性
①整備計画の目標と 定量的指標の整合性 〇

I I ．  計画の効果・ 効率性
②定量的指標の明瞭性 〇

I I ．  計画の効果・ 効率性
③目標と 事業内容の整合性等 〇

I I ．  計画の効果・ 効率性
④事業の効果  ○事業規模、 施設諸元が適切であり 事業実施により 十分な効果が発揮さ れる 。 〇

I I I ． 計画の実現可能性
①地元の機運  １ ） 多様な主体と の連携が図ら れている 。 〇

I I I ． 計画の実現可能性
①地元の機運  ２ ） 地元や地元市町と の調整が図ら れている 。 〇

I I I ． 計画の実現可能性
②円滑な事業執行の環境  １ ） 住民等の合意形成が整っ ている 。 〇

I I I ． 計画の実現可能性
②円滑な事業執行の環境  ２ ） 事業計画のスケジュ ールは妥当なも のと なっ ている。 〇

1  案件番号： 0000157710


